
【参考】 

１ 分野別の申請書等書類提出窓口（第２関係） 

環境負荷低減事

業活動の分野 

提出窓口 備考 

農業 広域振興局農政部及び農林振興セン

ター 

沿岸広域振興局にあ

っては、農林部。 

林業 広域振興局の林務担当部及び農林振

興センター 

沿岸広域振興局にあ

っては、農林部。 

水産業 広域振興局水産部及び水産振興セン

ター 

 

 

２ 認定等事務フロー 

 (1) 実施計画の認定 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・ 別記様式第１号 

（必要に応じて別表１～別表６添付） 

 ・ 別記様式第２号 

 ・ 各都道府県が定める林業・木材産業改善資金

に係る貸付資格申請書及び貸付申請書や沿岸漁

業改善資金に係る経営等改善措置に関する計画

及び貸付申請書等 

 ・ 別記様式第３号及び別記様式第４号 

 ・ 別記様式第６号 

・ 別記様式７号 

・ 別記様式５号 

・ 認定した計画の写し 



 (2) 実施計画の変更 

   ア 実施計画の変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   イ 実施計画の軽微な変更 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ・ 別記様式第８号 
 ・ 別記様式第９号 
 ・ 別記様式第１号（変更後） 

 ・ 別記様式第３号 

 ・ 別記様式第６号 

・ 別記様式７号 

・ 別記様式５号 
・ 認定した計画の写し 

 ・ 別記様式第 10 号 

環境と調和のとれた食料システムの確立
のための環境負荷低減事業活動の促進等
に関する法律施行規則(令和４年農林水産
省令第 42号) 
（環境負荷低減事業活動実施計画の軽微
な変更） 
第 10 条 法第 20 条第１項ただし書の農林
水産省令で定める軽微な変更は、次に掲げ
るものとする。 
一 氏名及び住所（法人その他の団体にあ
っては、その名称、代表者の氏名及び主た
る事務所の所在地）の変更 
二 環境負荷低減事業活動の実施期間の六
月以内の変更 
三 環境負荷低減事業活動を実施するため
に必要な資金の額及びその調達方法の変
更であって、当該資金の額について十パー
セント未満の増減を伴うもの 
四 前三号に掲げるもののほか、地域の名
称又は地番の変更その他の環境負荷低減
事業活動実施計画の内容の実質的な変更
を伴わないと都道府県知事が認める変更 


